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１ いじめ問題への基本的な考え方 
（１）「いじめ」とは生徒にたいして、当該生徒が在籍する学校に在籍している等当該生徒と一定の人

的関係にある他の生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネット等を通じ

て行われるものを含む）であって、当該行為の対象となった生徒が心身の苦痛を感じているも

の。 
（２）いじめは、いじめを受けた生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及

び人格の形成に重大な影響をおよぼし、いじめを受けた生徒の心に長く深い傷を残すものであ

る。いじめは絶対に許されない行為であり、全ての生徒はいじめを行ってはならない。 
（３）いじめは、いじめを受けた生徒の権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格の形成

に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがある。 
したがって、本校ではすべての生徒がいじめを行わず、他の生徒の行っているいじめを認識し

ながら放置することが無いよう、いじめ防止のための取組を行って行く。また、SNS やインタ

ーネットを通したいじめの防止に積極的に取り組むとともに、家庭や地域、関係機関との連携

を進め、いじめのない安心・安全な学校作りに取組んで行く。 
 
２ 学校及び教職員の責務 

学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、在籍する生徒の保護者、地域住民並びに関係す

る機関及び団体との連携を図りつつ、学校全体でいじめの未然防止及び早期発見に取り組むとと

もに、在籍する生徒がいじめを受けていると思われるときは、適切かつ迅速に対処する責務があ

る。 
 
３ いじめ防止等のための組織 
（１）学校いじめ対策委員会 
  ア 設置の目的 

当委員会はいじめの防止、いじめの早期発見及びいじめへの対処等に関する措置を的確に推

進することを目的にする。 
  イ 所掌事項 

 ・学校いじめ防止基本方針の策定 
   ・いじめ未然防止、いじめへの対応 
   ・年間計画の企画・実施、教職員の校内研修 
  ウ 会議 

年間計画に基づき、年 6 回程度の委員会を開催する。いじめと疑われる相談・通報があった

場合はその都度委員会を開催する。 
エ 委員構成 

校長、副校長、教務主任、総務主任、生活指導主任、進路指導主任、１学年主任、２学年主

任、３学年主任、養護教諭、スクールカウンセラー 
（２）学校サポートチーム 
  ア 設置の目的 
    当委員会はいじめの防止等、問題行動への効果的な対応と未然防止を図るため、学校、家庭、

地域、関係機関が一体となった取組を進めることを目的にする。 
  イ 所掌事項 

  ・いじめ未然防止、いじめへの対応 
    ・情報・問題意識の共有 

・共通理解・方向性を持った指導・支援 
  ウ 会議 



    当面は学校運営連絡協議会を活用し会を推進する。 
  エ 委員構成 

学校運営連絡協議会委員に必要に応じ、学校いじめ対策委員会のメンバーを充てる。 
 
４ 段階に応じた具体的な取組 
（１）未然防止のための取組 

ア 「いじめを許さない」雰囲気の醸成 
イ 道徳教育・HR をはじめ、様々な機会を通していじめに関する授業の実施 
ウ 研修等を通し教員の指導力向上と組織的な対応を行う 
エ 保護者との緊密な連携・協力体制を作る。 

（２）早期発見のための取組 
 ア スクールカウンセラーによる生徒全員面接 
イ アンケート調査や教育相談の実施による実態把握 
ウ 担任等による定期的な個人面談の実施 
エ 校門指導による声かけ、校内巡回等による観察 
オ 保護者・地域との連携 

（３）早期対応のための取組 
ア いじめを発見した場合に速やかに対応ができる組織つくり。 
イ いじめられている生徒の安全確保と授業が受けられる環境つくり。 
ウ 被害生徒、加害生徒への組織的・継続的な指導 
エ 関係機関との連携体制つくり。 

（４）重大事態への対処 
 ア 被害生徒の保護とケア 
イ 加害生徒への働きかけ 
ウ 関係機関との連携 
エ 保護者・地域との連携 

 
５ 教職員研修計画 
（１）学期 1 回程度のいじめ問題解決のための教員研修の実施 
（２）いじめ防止教育プログラム等を活用した教員の研修 
 
６ 保護者との連携及び啓発の推進に関する方策 
（１）いじめ問題の重要性を認識してもらうための広報活動を行う。 
（２）学校通信や保護者会を通じて家庭との連携を図る。 
（３）PTA と連携しいじめ問題に関する共通認識構築する。 
 
７ 地域及び関係機関や団体等との連携推進の方策 
（１）学校営連絡協議会を活用し地域と連携した対策を推進する。 
（２）地域の連団体との連携を密にし、地域人材の活用を進める取組を行う。 
（３）警察・児童相談所等との日常的な連携をとれる体制を進める。 
 
８ 学校評価及び基本方針改善のための計画 
（１）年度当初に学校通信や保護者会を通し基本方針を周知すると共に、ホームページでも公表する。 
（２）学校いじめ対策委員会において年間間計画に基づいた取組の進捗状況について管理と点検を行

うとともに自己評価をする。 
（３）上記評価を学校営連絡協議会等で公表し評価を受ける。 
（４）点検・評価に基づき「学校いじめ基本方針」改善・見直しを行う。 
 
 


